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(一) 税関による水際措置 

知的財産権を侵害する物品は、関税法第 15条により輸入することができないので、

知的財産権の保護策の一環として、台湾税関では、商標権、著作権、特許権、実用

新案権及び意匠権を侵害する疑いのある物品(以下「侵害疑義物品」という)に対し、

輸出入差止め措置が採用されている。侵害疑義物品の輸出入差止め措置は、侵害さ

れた権利の種類により手続きが異なる。下表にて簡単に説明する。 

侵害された権利の種類 手続き 

商標権 ① 侵害事実が発覚→商標権者及び輸出入者への通知→商標

権者による物品真偽の鑑定→(輸出人が物品が真正品であ

ることを示す証明書類を不提出)→事件の司法警察や検察

機関への移送→輸出入の差止め 

② 侵害事実が発覚→商標権者及び輸出入者への通知→商標

権者による物品真偽の鑑定→(輸出人が物品が真正品であ

ることを示す証明書類を提出)→商標権者の税関への輸出

入差止申立て又は法院への保全申立手続き→商標権者の

裁判所への提訴→輸出入の差止め 

著作権 ① 侵害事実が発覚→著作権者及び輸出入者への通知→著作

権者による著作物の鑑定→(輸出人がライセンスを示す証

明書類を不提出)→通関保留→著作権者の税関への輸出入

差止申し立て又は民事・刑事訴訟手続きの提出→輸出入

の差止め 

② 侵害事実が発覚→著作権者及び輸出入者への通知→著作

権者による著作物の鑑定→(輸出人がライセンスを示す証

明書類を提出)→著作権者の税関への輸出入差止申立て又

は法院への保全申立手続き→著作権者の裁判所への提訴

→輸出入の差止め 

特許権、実用新案権、

意匠権 

侵害事実が発覚→権利者(特許権、実用新案権、意匠権及びこ

れらの専用使用権者を含む)が裁判所に侵害物品の輸出入を

差止めるための仮処分を申請→(仮処分命令を取得)→侵害物

品に係る輸出入メーカーの名称、貨物の名称、輸出入に関わ

るの税関及び期日、飛行機(船舶)の便名、コンテナ番号、貨

物の保管場所及びその他関連する具体的な情報を法院に提

出→輸出入の差止め 

税関は常々、業務を遂行する際に知的財産権侵害物品(商標権と著作権のみ)の有無

に注意を払っており、知的財産権侵害物品を発見した場合、自主的に侵害の内容に

応じて事件を検察署などの所管機関に移送する。しかし、日々の通関荷物の数は余
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りにも膨大なので、普段の通関手続きを通じて侵害物品が発見されるのは稀である。

また、物品が知的財産権侵害物品に該当するか否かの判断は容易ではなく、商標権、

著作権の侵害物品の輸出入の防止を強化するため、税関には「商標権侵害物品及び

著作権侵害物品の輸出入の摘発又は情報提供の申請」制度(以下、「税関の登録制度」

という)が設けられている。当該制度を利用し、税関で一定の登録手続きが終了すれ

ば、税関は登録資料に基づき商標権、著作権の侵害物品の有無を常にチェックし、

侵害疑義物品を発見した場合、権利者にその旨を連絡し、上表に示す関連措置を行

う。 

1. 税関の登録制度 

登録できる対象 台湾登録商標 

台湾の著作権法で保護を受ける著作物 

登録の実益 通関貨物のチェックの強化が図れる。これによって、模倣品

の早期発見が可能。 

登録機関 財政部関務署 

住所：台湾台北市大同區塔城街 13 號 

電話：886-2-2550-5500 

http://eweb.customs.gov.tw/mp.asp?mp=21 

権利者が、権利侵害物品の輸出入情報及び商標権又は著作権に関わる本物偽物の

見分け方を事前に登録することを通じて、通関貨物のチェック強化が図れる。なお、

税関登録手続きが終了した後、基隆、台北、台中、高雄など台湾全国の各税関は登

録期間中、輸出入商品のサンプリングチェックを行い、登録されている情報に基づ

き、侵害疑義物品の有無を注意深くチェックする。輸出入申告された物品が侵害疑

義物品だと判断された場合、税関は一定の手続き(詳細は下記 2 を参照)を行った上で、

当該物品の輸出入を差止めることとなる。 

税関の登録には、所定の「検挙／提示進出口侵害商標權及著作權物品申請書」(日

本語訳「商標権侵害物品及び著作権侵害物品の輸出入の摘発又は情報提供の申請書」)

で申込み、登録できるものは台湾で登録されている商標、及び台湾の著作権法で保

護を受ける著作物のみが対象であり、台湾で登録されていない商標はそれが著名商

標であっても、税関登録の適用対象から外される。登録期間は 1 年とし、引き続き

この制度を活用したい場合は、1 年毎に更新する必要がある。下表にて、税関登録に

必要な書類・情報について説明する。 

 書類・情報 説明 

① 委任状 代理人が手続きを代行する場合

のみ提出する必要がある。 

② 台湾商標登録証書のコピー又 商標登録証書のコピーに「原本

http://eweb.customs.gov.tw/mp.asp?mp=21
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は著作権証明資料 と一致している」旨を記載した

上で、社印を押す必要がある。 

③ ライセンシーの名称、住所、電

話、ライセンスの範囲 

台湾にライセンシーがある場合

のみ提出する必要がある。 

④ 台湾輸入・販売代理店の名称、

住所、電話及び代理業務の内容 

台湾に輸入・販売代理店がある

場合のみ提出する必要がある。 

⑤ 侵害と疑われる商品の名称  

⑥ 侵害品は台湾から輸出するも

のであるか、それとも台湾へ輸

入するものであるか 

 

⑦ 真正品及び模倣品を見分ける

要点 

簡単な見分け方法がなければ、

通関を待つ膨大な数の貨物の中

から、真正品か模倣品かを見分

けるのは難しいため、この情報

の提供が最も重要だと思われ

る。 

⑧ 真正品の輸出入港(桃園空港、

基隆港、台中港、高雄港など)

に関する情報 

真正品が台湾特定の港を経由し

て輸出入されることがある場合

のみに提供する。 

⑨ 侵害品の輸出入に関する情報 例えば、特定の港で輸出入を行

うかなどの情報。 

上記③~⑨の情報は、輸出入商品に対するサンプリングチェックの際に、真偽判断

の資料として活用されている。 

2. 税関の登録制度による侵害疑義物品の輸出入差止め手続き 

税関の登録手続きが終了した後、通関手続きにおいて侵害疑義物品が発見された

とき、税関は直ちにその情報を権利者(又はその代理人)に連絡する。権利者(又はそ

の代理人)は税関からその通知を受け取った時点から一定の時間(空便で輸出の場合

は 4 時間、空便で輸入の場合及び船便の場合は 1 日)内に指定の税関に赴き、製品真

偽の検証を行い、それが権利侵害物品であると判断した場合、通知を受けた日から 3

営業日以内に権利侵害を示す証明資料(例えば、真贋鑑定書など)を提出することが要

求される。所定の期間内に権利侵害証明資料の提出が困難な場合、書面をもって理

由を釈明することで、税関に提出期間の延長を申請することができる。ただし、延

長可能な時間は 3 営業日で、申請は 1 回限りとする。 

また、権利者に製品真偽の鑑定を求める通知とともに、輸出入業者にも、通知を

受け取った時から 3 営業日以内に使用許諾証明資料又はその他権利侵害に該当しな
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いことを証明できる資料の提出を求める通知がなされる。この提出期間の延長申請

も 1 回に限り認められる。所定期間内において、権利者から権利侵害証明資料の提

出があったにもかかわらず、輸出入業者から権利侵害に該当しないことを証明する

資料の提出がない場合は、侵害された権利が商標権又は著作権であるかにより税関

の対処が異なる。すなわち、商標権侵害物品の場合、税関は侵害物品の輸出入を差

止め、事件を地方法院検察署又は司法警察機関に移送する。これに対し、著作権侵

害物品の場合、税関は、輸出入業者からの証明資料の提出がない旨を権利者に通知

し、通関を一旦保留するものの、著作権者が税関からの通知を受けた日から三営業

日以内に、著作権法第 90 条の 1 の規定に基づき侵害疑義物品の輸出入に対して、税

関で差止めるよう申立てるか、又は法院に民事若しくは刑事訴訟を提起しない限り、

輸出入差止め若しくは司法機関への移送を行わない。 

輸出入業者から権利侵害に該当しないことを証明する資料が提出された場合、権

利者は、税関からその旨通知された日から 3 営業日以内に、商標法第 72 条第 1 項又

は著作権法第 90 条の 1 の規定に基づき侵害疑義物品の輸出入に対して、税関で差止

めるよう申立てること、又は法院に保全申立て手続きをとることにより、侵害疑義

物品の通関を止めることができる。税関への輸出入差止申立て又は法院への保全申

立手続きが行われない場合、輸出入は差止められない。 

輸出入差止めの申立ては書面で行い、更に侵害の事実を釈明し、且つ税関が見積

った当該輸入貨物課税価格又は輸出貨物 FOB 価格に相当する保証金を担保として提

供しなければならない。また、申立人は、税関から差止めの受理を通知された日か

ら 12 日(税関の判断により 24 日まで延長可)以内に、権利侵害訴訟を提起するととも

に、税関に通知しなければならない。ただし、商標権侵害疑義物品の場合、輸出入

業者などの被申立人は、前記輸出入差止申立てに供託した保証金の 2 倍に相当する

金額を通関解放金として供託することにより、輸出入差止めの解除を求めることが

できる。 

商標権及び著作権の保護については、税関登録制度を活用することが考えられる。

また、権利者は、模倣品を徹底的に把握・分析し、通関業務を担当する税関職員が

簡単かつ速やかに真正品か模倣品かを見分けられる方法の研究に努めることが、税

関の登録制度を利用する前の極めて重要な作業である。なお、税関が侵害疑義物品

を発見した場合、権利者は税関からその旨の通知を受け取った時から短時間内に、

指定された税関に赴き、製品真偽の認定を行わなければならない。また、航空便の

場合、通関手続きは 24 時間行われているため、通知を受ける時間が予測できないの

で、真贋製品を鑑定できる専門家(又は代理人)が常時台湾に滞在するか、又は真偽の

鑑定方法の全てを代理人に提供する必要がある。 
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3. 税関登録による商標権・著作権侵害疑義物品輸出入差止め手続きのフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税関登録 

通関手続き 

サンプリングチェック 

(疑義品発見) 

税関通知 

1. 権利者(真偽鑑定) 

2. 輸出入業者(証明資料の提出) 

(1) 鑑定結果：非侵害 

(2) 期間内鑑定せず 

鑑定結果：侵害容疑あり 

解放 

輸出入業者に

よる証明資料

提出なし 

輸出入業者に

よる証明資料

提出あり 

権利者による輸出

入の差止申立て又

は保全申立てなし 

権利者による輸出

入の差止申立て又

は保全申立てあり 

著作権違反 

商標権違反 

解放 

著作権違反 

商標権違反 

12日(又は 24日)以内

に訴訟提起なし 

12日(又は 24日)以内

に訴訟提起あり 

解放 

輸出入業者などの被申

立て人による通関解放

金供託あり 

解放 

輸出入業者などの被申

立て人による通関解放

金供託なし 

司法機関へ移送 

司法機関へ移送 

通関保留 

権利者による輸出入の差止め又は

民事、刑事訴訟手続きの提出なし 

権利者による輸出入の差止め又は

民事、刑事訴訟手続きの提出あり 

解放 

輸出入差止め又は司

法機関へ移送 

12日(又は 24日)以内

に訴訟提起なし 

12日(又は 24日)以内

に訴訟提起あり 

解放 

司法機関へ移送 






